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○ 広島市消費生活センターが平成２９年度に受け付けた消費生活相談は９，５２７件で前年

度に比べ１，０６２件増加した。その中で架空請求・不当請求の相談件数は１，３６０件増

加し、３，１７０件となった。 

○ 契約当事者の年齢別では、６０歳以上の割合は高齢化が進行する中において平成２７年度

から２年連続で４割を下回っていたが、平成２９年度は４５．２％と高い割合に上昇した。

（平成２８年度２，２４７件⇒平成２９年度３，３０２件、１，０５５件増） 

〇 平成２９年度の特徴として、はがきやＳＭＳ（ショートメッセージサービス）による架空

請求に代表される不当請求の急増があげられる。その他、インターネット通販による衣服や

化粧品等の購入に関する相談、テレビ放送サービス（公共放送の勧誘など）に関する相談が

増加している。一方、相談件数が減少したものとしてアダルトサイトでのワンクリック請

求、インターネット通信サービス（主に光ファイバー通信契約やプロバイダ契約など）があ

げられる。 

○ 商品・役務別では、多いものから順に「商品一般」（１，９２４件）、「放送・コンテン

ツ等」（１，８５４件）、「レンタル・リース・貸借」（５１１件）となった。 

平成２９年度(2017 年度)消費生活相談の概要 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 相談件数の推移 

 

平成２９年度に広島市消費生活センターに寄せられた相談は９，５２７件となり、前年度の８，

４６５件に比べ１，０６２件（１２．５％）と大幅に増加した。このうち架空請求・不当請求に関

する相談は、ＳＭＳ（ショートメッセージサービス）やメール、はがきを悪用した架空請求が急増し

た結果、前年度の１，８１０件に比べ１，３６０件（７５.１％）増加し、３，１７０件となった。

また、架空請求・不当請求を除いた相談件数は６，３５７件で、前年度に比べ２９８件（４．５％）

減少した。このうち、減少率の大きい主要項目は「インターネット通信サービス」に関する相談

（５５３件⇒４４０件、２０．４％減）であった。 
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２ 相談方法別の相談件数 
 

○  電話による相談は７，８３３件と全体の８２．２％を占め、来所による相談は１，６８３件と

全体の１７.７％を占めている。 

 

 
 

 

３ 相談内容の内訳 
 

○ 契約や商品についての苦情が相談件数全体の大部分を占めている。 
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４ 契約当事者の性別・年齢別件数 

 

 

(1) 性別構成 

 

 性別で見ると、女性の割合が６０．４％で、前年度に比べて７．８ポイントと大幅に上昇して 

いる。一方、男性の割合は３６．７％となり、前年度に比べて７．４ポイントと大幅に減少して 

いる。（図表４） 

 

(2) 年齢別相談割合の推移 

 

近年、本市における６０歳以上の人口割合は増加を続けている一方で、６０歳以上の相談割合

は、年齢不明分を除いた年齢別構成で平成２５年度以降減少傾向にあったが、平成２９年度は８．

９ポイントと大幅に上昇し４５．２％となった。（図表６） 

 

  〇５０歳代以上の相談件数の増加  

５０歳代以上の相談件数は４，６４９件で、前年度の３，２２０件から１，４２９件増加した。

（図表５）相談件数の主な増加要因として、法務省管轄支局〇〇センターのように実在しない名称

を称する事業者から「総合消費料金未納分訴訟最終通知書」や「消費料金に関する訴訟最終告知の

お知らせ」などと名付けられたはがきによる架空請求に関する相談の増加があげられる。この架空

請求はがきは主に５０歳代から７０歳代の女性をターゲットに送付されたものであり、相談の増加

にも顕著に表れている。（図表４・５） 
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図表５．契約当事者の年齢別件数 
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５ 商品・役務別相談件数 
 

図表７．相談件数の上位１０位の相談件数と相談内容                （単位：件） 

順位 昨年度順位 区    分 29 年度 28 年度 前年度比 主 な 内 容 

１ ５ 商品一般 1,924 397 
＋1,527 件 

4 8 4 . 6 ％ 

個別の区分として分類できない商品・サービ

スに係る消費生活相談。料金未納などと記載

された架空請求はがきなど 

２ １ 放送・コンテンツ等 1,854 1,750 
＋104 件 

105.9％ 

インターネット上の架空・不当請求のほか、

公共放送の契約や勧誘方法、出会い系サイト

やオンラインゲームに関する相談など 

３ ２ 
レンタル・リース・

貸借 
511 563 

▲52 件 

90.8％ 

賃貸アパートの契約や修理費、敷金の返還に

関するトラブルなど 

４ ３ 
インターネット通信

サービス 
440 553 

▲113 件 

79.6％ 
光ファイバー通信契約やプロバイダ契約など 

５ ４ 相談その他 416 428 
▲12 件 

97.2％ 

消費生活相談以外の相談。交通事故や貸

金の回収など契約以外の民事相談 

６ ６ 融資サービス 275 322 
▲47 件 

85.4％ 
多重債務・ヤミ金融など 

７ ７ 役務その他 258 318 
▲60 件 

81.1％ 

金融商品やワンクリック請求の被害回復をう

たうサービス、結婚相手紹介サービス、祈と

うサービスなど 

８ １０ 工事・建築・加工 206 217 
▲11 件 

94.9％ 

住宅の不具合や、屋根、床下、塗装、リフォ

ーム工事など 

９ ８ 移動通信サービス 205 254 
▲49 件 

80.7％ 

携帯電話やスマートフォン、モバイルデータ

通信サービスなど 

１０ ９ 健康食品 198 223 
▲25 件 

88.8％ 

通信販売に係る解約や定期購入等の契約内容

に関するトラブルなど 

 

 (1) 相談件数の多いものの概要 

①商品一般 

   第１位は「商品一般」で１，９２４件となり、前年度に比べて１，５２７件（４８４．６％）

と大幅に増加した。個別の区分として分類できない商品やサービスに係る消費生活相談を分類し

ているが、今年度の大幅な増加の要因は以下の【相談事例１】のような架空請求のはがきが大量

に送付されたことによるものである。商品一般のうち、架空請求・不当請求に関する相談は１，

５４０件（８０．０％）を占めている。それ以外にも公的機関（国民生活センター等）を語った

不審な電話や大手通販会社から心当たりのない品物が届いたなどの相談が寄せられた。 

 

【相談事例１】 

 『総合消費料金未納分訴訟最終通知書』という葉書が届いた。「民事訴訟」「差し押さえ」な

どと書いてあり、電話しないと財産の差し押さえをすると記載されている。そういった未納は

ないと思うが、住所や名前は間違っていない。連絡をしたほうが良いか。（６０歳代、女性） 

 

【相談事例２】 

    不用品買取業者を名乗る女性から『何でも買い取る』と電話がかかり、ちょうど家の片づけ

をしていたので古い品物を買い取ってもらおうと思い訪問を了承した。後日訪問してきた男性

は『それは買い取れない。貴金属はないか』と強引に迫られたが、ちょうど主人が帰宅してき

たので、どうにか帰ってもらった。（７０歳代、女性） 

 

【相談事例３】 

    父が亡くなり訪問してきた業者に香典返しを依頼し料金を支払ったが、発送していないよう

だ。催促しても対応してもらえない。（６０歳代、男性） 
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②放送・コンテンツ等 

第２位は「放送・コンテンツ等」で前年度からは１０４件増加し、１，８５４件と高い数値を

示している。このうち１，３６０件（７３．４％）が以下の【相談事例１】のようなＳＭＳやメ

ールなどによるインターネット上の架空請求・不当請求によるものである。その他の「放送・コ

ンテンツ等」における相談では、公共放送事業者の契約や勧誘方法に関する相談が多く、出会い系

サイトや未成年者などのオンラインゲームの課金によるトラブルも目立っている。 

 

【相談事例１】 

実在する大手通販サイト事業者を名乗り『有料動画の閲覧履歴があり、料金が未納となってい

る。本日連絡がない場合は法的措置をとる』というＳＭＳがスマホに届いた。利用した覚えはな

いが、法的措置をとると書いてあって不安になり確認のために電話をすると『〇月に動画の未納

料金がある。延滞料金を合わせて３０万円支払え。このまま電話を切らずにコンビニに行き、電

子プリペイドカードを買うように』と脅された。怖くなって電話を切ってしまったが、心配なの

で消費生活センターに相談しようと思った。どのように対応したらよいか。（６０歳代、男性） 

 

【相談事例２】 

スマホで無料の出会い系アプリを利用していると、男性から『個人のメールでやりとりしまし

ょう』と言われ了承した。やりとりをしているうちに『スマホが壊れた。別の出会い系サイトで

連絡しよう』と言われた。『会いたいので個人情報を交換しよう』という話が出て、個人情報を

入力すると「***」に変換されてしまう。文字化け解除料としてクレジットカードで何度も料金

を支払っているが、一向に交換できずおかしいのではないかと思い始めた。（３０歳代、女性） 

  

【相談事例３】 

小学生の子供に「無料のゲームならダウンロードして遊んでよい」という約束で、母親である

私のスマホを貸していた。クレジットカード会社から請求書が届き確認してみると、５０万円の

請求が記載されていた。どうもオンラインゲームの会社からの請求のようだ。子供がオンライン

ゲームで課金してしまったのだろうか。取消しはできないか。（４０歳代、女性） 

 

  

 ③レンタル・リース・貸借 

   第３位は「レンタル・リース・貸借」で、前年度から５２件減少し５１１件となった。主に賃

貸アパートや借家における退去の際の敷金返還と修繕費用の請求、入居期間中における修繕に関

する相談などが大部分を占めている。その他に、月極駐車場、車のリース契約や貸衣装の契約な

どについての相談も寄せられた。 

  

【相談事例１】 

１０年住んだ賃貸アパートを退去した。退去時には立ち合いをし、不動産管理会社の担当者か

らは「預かっている敷金でまかなえるでしょう」と説明を受けたが、しばらくして修理費用の請

求書が届いた。部屋全体のクロスの張替え、畳の表替えやハウスクリーニングで２０万円の請求

になっている。家主と折り合いが悪かったからか、どうも家主が納得しなかったようだ。もう清

算は終わったかと思い契約書は処分してしまっているが、どうしたらよいか。（４０歳代、男性） 

 

【相談事例２】 

着物の業者から「成人式用の振袖のキャンペーンをする」というはがきが届き、店舗に出向き

レンタルの契約をした。成人式は再来年だ。事情があり７日後に解約を申し出たら高額な解約料

を請求された。まだ利用日まで１年以上あるのに納得できないと主張したが、「契約書に解約料

の記載はあるのでその通りに支払う」よう言われた。払う必要があるか。（４０歳代、女性） 
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④インターネット通信サービス 

   第４位は「インターネット通信サービス」で、平成２４年度の２３１件から平成２８年度の５

５３件に至るまで増加の一途であったが、平成２９年度は４４０件で、１１３件の減少となった。

かつては遠隔操作によるプロバイダ変更勧誘トラブルや、平成２７年２月に開始した光回線サー

ビスの卸売により主に新規参入業者などの事業者の販売攻勢が強まり、契約及び解約に関する相

談が増加してきたが、平成２８年５月２１日に改正電気通信事業法が施行され初期契約解除制度

が導入されたことで消費者保護ルールが浸透してきたのではないかと考えられる。主な相談内容

は、光ファイバー通信契約やプロバイダの契約及び解約に関する相談が大半である。 

相談内容は、あたかも大手通信事業者（ＮＴＴなど）のように名乗り「月々の料金が安くなる」

と勧誘の上、ホームページで転用承諾番号を取得するよう誘導し、光回線サービス契約を変更す

るものが一例として挙げられる。勧誘する事業者の十分な説明がないことが原因で、消費者は光

回線契約の変更であることを理解しておらず、契約書が届いて初めて判明するケースが多い。 

 

【相談事例１】 

    大手電話会社名を名乗り『料金が安くなる』と電話勧誘を受けた。安くなるならと思い承諾

した。「後ほど技術の人間から電話させる」と言われ、後刻電話がかかってきたので、指示さ

れた通りにホームページで操作した。後日契約書が届き、別の業者と契約していることがわか

った。説明と異なるので解約して元に戻して欲しい。（７０歳代、男性） 

  【相談事例２】 

ＰＣで作業中に急に警告画面が出て大きな音が鳴った。慌てて画面に記載のあった連絡先に

電話をした。電話に出た女性は日本語が上手くはなく不審に思ったが、ウィルス除去費用とし

て２万円を請求され、カード番号等を伝えた。だまされた気がする。（７０歳代、男性） 

 

 ⑤相談その他 

   消費生活相談以外の相談。交通事故や貸金の回収など契約以外の民事相談。原則、他機関を照

会したもの。
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 (2) 年齢別の特徴 
 

○ 全ての年齢層で「放送・コンテンツ等」が２位以内に入っている。スマートフォンなどの

普及により不特定多数に送信される架空請求メールに関する相談が多いことが背景にある。

なお昨年度に比べ３０歳代以下からの相談件数は減少、４０歳代以上からの相談件数は増加

している。 

 

〇 ５０歳代から７０歳以上の年齢層では「商品一般」が急増し、１位になった。これは５０

歳代から７０歳代の女性をターゲットに、法務省管轄支局〇〇センターのように実在しない名

称を称する事業者から「総合消費料金未納分訴訟最終通知書」や「消費料金に関する訴訟最終

告知のお知らせ」などと名付けられたはがきによる架空請求に関する相談の増加が要因である。 

 

○ 「レンタル・リース・貸借」は、賃貸住宅における敷金や預り金の返還に関する相談が多

く、６０歳代以下の全ての年齢層において４位以内に入っている。 

 

○ 「インターネット通信サービス」の相談件数は、２０歳代～７０歳以上までの幅広い世代

において５位以内に入っている。３０歳代から６０歳代まででは件数が減少した一方、２０

歳代と７０歳以上では増加している。 

 

図表９．年齢別相談件数の上位５位                      （単位：件） 

年齢別 

件数 
年度 

順位 

１位 ２位 ３位 ４位 ５位  

件数 

２０歳 

未満 

２８ 
 

放送・コンテ

ンツ等 

レンタル・ 

リース・貸借 
相談その他 飲料 化粧品 

１７６ １０７ ７ ７ ６ ５ 

２９ 
 

放送・コンテ

ンツ等 
相談その他 健康食品 

レンタル・ 

リース・貸借 
内職・副業 

１４２ ５４ ８ ７ ６ ６ 

２０歳

代 

２８ 
 

放送・コンテ

ンツ等 

レンタル・ 

リース・貸借 
理美容 

移動通信 

サービス 

インターネット 

通信サービス 

７４５ １７８ ８２ ４８ ４７ ３７ 

２９ 
 

放送・コンテ

ンツ等 
理美容 

レンタル・ 

リース・貸借 

インターネット 

通信サービス 
融資サービス 

６４６ １５０ ５５ ４７ ３９ ３０ 

３０歳

代 

２８ 
 

放送・コンテ

ンツ等 

レンタル・ 

リース・貸借 

インターネット 

通信サービス 
融資サービス 役務その他 

９２３ ２２３ ８４ ６６ ４３ ４３ 

２９ 
 

放送・コンテ

ンツ等 

レンタル・ 

リース・貸借 
融資サービス 

インターネット 

通信サービス 
役務その他 

７３５ １６９ ６５ ３９ ３４ ３２ 

４０歳

代 

２８  

１，１２８ 

放送・コンテ

ンツ等 

インターネット 

通信サービス  

レンタル・ 

リース・貸借 
融資サービス 役務その他 

２８２ ７４ ６０ ５０ ４９ 

２９ 
 

放送・コンテ

ンツ等 

レンタル・ 

リース・貸借 
商品一般 融資サービス 

インターネット 

通信サービス 

１，１３７ ３０８ ８６ ６１ ６０ ５３ 



２８ 

 

 

年齢別 

件数 
年度 

順位 

１位 ２位 ３位 ４位 ５位  

件数  

５０歳

代 

２８ 

 

 

放送・コンテ

ンツ等 

インターネット 

通信サービス 
商品一般 

レンタル・ 

リース・貸借 
融資サービス 

９７３ ２８３ ７６ ５４ ５１ ４５ 

２９ 

 

 
商品一般 

放送・コンテ

ンツ等 

インターネット 

通信サービス 

レンタル・ 

リース・貸借 
相談その他 

１，３４７ ４７１ ３０３ ４８ ４７ ３４ 

６０歳

代 

２８ 

 放送・コンテ

ンツ等 

インターネット 

通信サービス 
商品一般 相談その他 

レンタル・ 

リース・貸借  

９９０ ２５９ ９３ ４４ ４０ ３７ 

２９ 
 商品一般 

放送・コンテ

ンツ等 

インターネット 

通信サービス 

レンタル・ 

リース・貸借 

工事・建築・

加工 

１，７５３ ７９３ ３４３ ９０ ４３ ４０ 

７０歳

以上 

２８ 
 

 

１，２５７ 

放送・コンテ

ンツ等 
商品一般 

インターネット 

通信サービス 
健康食品 相談その他 

１７９ ８９ ７７ ７２ ６７ 

２９ 

 

 

 

商品一般 
放送・コンテ

ンツ等 

インターネット 

通信サービス 
健康食品 相談その他 

１，５４９ ２８４ ２７９ ８６ ７３ ５０ 

年齢 

不明 

２８ 

 
放送・コンテ

ンツ等 
相談その他 

レンタル・ 

リース・貸借 

インターネット 

通信サービス  
商品一般 

 

２，２７３ ２３９ １９６ １９５ １２８ １１７ 

２９ 

 

 

 

商品一般 
放送・コンテ

ンツ等 
相談その他 

レンタル・ 

リース・貸借 

インターネット 

通信サービス  

２，２１８ ２７０ ２４８ ２０７ １７２ ８８ 

合 計 

２８ 

８，４６５ 

放送・コンテ

ンツ等 

レンタル・ 

リース・貸借 

インターネット 

通信サービス  
相談その他 商品一般 

１，７５０ ５６３ ５５３ ４２８ ３９７ 

２９ 

 

 

 

商品一般 
放送・コンテ

ンツ等 

レンタル・ 

リース・貸借 

インターネット 

通信サービス 
相談その他 

９，５２７ １，９２４ １，８５４ ５１１ ４４０ ４１６ 

 

 

  



２９ 

 

６ 特殊販売（店舗によらない販売形態）に関係する相談件数 
 

(1) 各販売形態の年度別特徴 
○ 特殊販売に関係する相談件数は、平成２９年度は前年度に比べて２８５件減少し４，１２７件

となった。全相談件数に占める割合は４３．３％となり８．８ポイント低下した。 

 

○ 「訪問販売」は、平成２９年度は４９６件の相談件数となり前年度に比べて６１件減少してい

る。訪問販売の相談事例としては、公共放送の勧誘方法に係る相談や光回線の卸売に関する相談

が多い。 

 

○ 「通信販売」はスマートフォンやタブレット等の普及を背景に、平成２９年度は２，８８４件

となり前年度から１３件減少したものの同水準で推移しており、特殊販売の中での相談件数は６

９．９％と大きな割合を占めている。そのうち、１，５１１件（５２．４％）がＳＭＳによる有

料動画歴の架空請求やアダルトサイトに係るワンクリック請求など、架空請求・不当請求による

ものである。 

 

○ 「マルチ販売」に関する相談件数は、前年度に比べて２３件減少し９４件となった。主に仮想

通貨やオンラインカジノに関連する相談が寄せられた。 

 

○ 「電話勧誘販売」は１，１９２件の相談があった平成２５年度以降減少しており、平成２９年

度においては５３４件となり、５年の間で６５８件（４４．８％）減少している。このうち光卸

などのインターネット通信サービスに関する勧誘が約４割を占めており、そのほか健康食品や化

粧品、魚介類の勧誘、公的機関の名称を語る不審な電話などの事例が挙げられる。 
  

※光卸とは、ＮＴＴが所有する光回線を利用して他の事業者が提供する光回線サービスです。これは新た

な事業者との契約であり、ＮＴＴとの契約ではありません。 

 

○ 「訪問購入」に関する相談は８１件で、前年度に比べて２６件（４７．３％）増加した。主に

不用品買取業者が「何でも買い取る」と電話をかけてきたので訪問を承諾したのに、家に訪問し

てきたら貴金属の買い取り等を強引に迫るというトラブルである。平成２５年２月の改正特定商

取引法施行後も、業者が帰らず強引に居座るなど、法令違反が疑われる悪質な相談が寄せられて

おり、注意が必要である。 

 

 

図表１０．特殊販売の年度別内訳                        （単位：件） 

区     分 
平成２５年度 

(2013 年度) 

平成２６年度 

(2014 年度) 

平成２７年度 

(2015 年度) 

平成２８年度 

(2016 年度) 

平成２９年度 

(2017 年度) 

特  殊  販  売 （ Ａ ） ４，９０８ ４，８７３ ４，３１７ ４，４１２ ４，１２７ 

 訪問販売 ６２１ ５７７ ４９９ ５５７ ４９６ 

 通信販売 ２，８０５ ３，０５７ ２，８０９ ２，８９７ ２，８８４ 

 マルチ販売 １０４ １２９ １４１ １１７ ９４ 

 電話勧誘販売 １，１９２ ９７１ ７１８ ７２４ ５３４ 

 ネガティブオプション(送りつけ商法) ８５ １７ １４ ２４ １６ 

 訪問購入 ４４ ８２ ７７ ５５ ８１ 

 その他無店舗販売 ５７ ４０ ５９ ３８ ２２ 

相 談 件 数 （ Ｂ ） ９，７０９ ９，３３９ ８，４９８ ８，４６５ ９，５２７ 

相談件数に占める割合 (Ａ/Ｂ) ５０．６％ ５２．２％ ５０．８％ ５２．１％ ４３．３％ 
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 (2) 各販売形態の年齢別特徴 

 

 ○ 「訪問販売」は、年齢不明者を除くと７０歳以上からの相談が４０．７％を占めており、前

年度の３７．５％から３．２ポイント増加した。６０歳代以上の割合は５４．３％を占め、電

話勧誘販売に次いで高齢者の割合が高い販売形態である。高齢者は昼間でも在宅の確率が高く、

訪問販売業者のターゲットになりやすいためと考えられる。相談事例としては、リフォーム工

事や屋根・トイレ等の修繕工事、新聞の販売、公共放送の契約・勧誘トラブル等が挙げられる。 

○ 「通信販売」は、すべての年齢層において最も多い相談となっており、インターネット通販

などの電子商取引が各年齢層に広く普及していることがうかがえる。ＳＭＳによる架空請求

に関する相談が大部分を占める。前年度に比べて６０歳代以上の世代において相談比率が増

加した（２８．０％→３３．８％）。 

○ 「マルチ販売」は２０歳代からの相談が最多であった。学生や働き始めたばかりの若者をタ

ーゲットに「絶対もうかる」などと勧誘する悪質な手口、友人からの勧めにより契約を断れ

なかった相談等がある。その他、４０歳代及び７０歳以上における相談比率が倍増した。 

 ○ 「電話勧誘販売」は、ほぼ全ての年齢層で相談件数が減少した。相談比率としては前年度に

比べて４０歳代以下は減少、５０歳代以上は増加している傾向がある。主な相談事例は、光フ

ァイバー通信契約・プロバイダ等の通信契約の電話勧誘に関する相談である。 

 ○ 「ネガティブオプション」は、平成２５年度には健康食品の送りつけ商法が多かったことか

ら８５件の相談があったが、その後は減少傾向にある。数は多くないが、健康食品やカレンダ

ー等、様々な商品の送り付け商法が依然として発生しており、また海外から送られてくるケー

スもある。７０歳以上の割合が８０％を超えている。 

○ 平成２５年２月から法規制を受けるようになった「訪問購入」においても、高齢者を狙った

強引な訪問買取りが目立っている。年齢不明者を除いた７０歳以上からの相談件数・比率は前

年度の１８件（４０．９％）から４３件（６６．２％）まで増加している。 

 

図表１１．特殊販売の年齢別件数                       （単位：件） 

区     分 
２０歳 

未満 

２０歳

代 

３０歳

代 

４０歳

代 

５０歳

代 

６０歳

代 

７０歳 

以上 

年齢不明

者を除い

た合計 

合計 

 

訪問販売 10 53 36 47 35 54 161 396 
496 

 年齢別割合 2.5% 13.4% 9.1% 11.9% 8.8% 13.6% 40.7% 100% 

通信販売 91 250 308 490 445 437 371 2,392 
2,884 

 年齢別割合 3.8% 10.4% 12.9% 20.5% 18.6% 18.3% 15.5% 100% 

マルチ販売 3 22 9 17 8 7 13 79 
94 

 年齢別割合 3.8% 27.8% 11.4% 21.5% 10.1% 8.9% 16.5% 100% 

電話勧誘販売 1 16 27 44 58 93 195 434 
534 

 年齢別割合 0.2% 3.7% 6.2% 10.2% 13.4% 21.4% 44.9% 100% 

ネガティブ 

オプション 

(送りつけ商法) 
0 0 1 0 1 0 9 11 

16 

 年齢別割合 0% 0% 9.1% 0% 9.1% 0% 81.8% 100% 

訪問購入 0 0 0 4 9 9 43 65 
81 

 年齢別割合 0% 0% 0% 6.2% 13.8% 13.8% 66.2% 100% 

その他無店舗

販売 
0 3 3 2 3 2 6 19 

22 

 年齢別割合 0% 15.8% 15.8% 10.5% 15.8% 10.5% 31.6% 100% 

特 殊 販 売 計 105 344 384 604 559 602 798 3,396 4,127 

  ※年齢別割合は年齢不明者を除いた数値 
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７ 注目事例  
 

①ＳＮＳに関連したトラブル 

   ＳＮＳ（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）とは、インターネット上において、

友人・知人等とつながり、交流することができるウェブサイト・サービスである。相談件数

は、平成２６年度は４６件、平成２７年度は８１件、平成２８年度は９９件、平成２９年度

は１５９件（６０．６％増）と増加の一途である。相談内容としては、ＳＮＳで知り合いに

なった人からの勧誘で有料の出会い系サイトに誘導された、マルチ商法の勧誘を受けた、ま

たＳＮＳ上の広告から契約した商品・サービスのトラブルに関する相談も寄せられた。 

 

【相談事例１】 

  出会い系アプリで知り合った男性とＳＮＳの連絡先を交換し、しばらくやりとりをしてい

た。ある日、その男性から「携帯電話が故障しそうだ。無料でメッセージ交換ができるから

Ａというサイトで連絡を取り合おう」とサイトに誘導された。その男性と個人情報を交換し

ようとすると文字化けしてしまい、文字化け解除の手数料を払ったがそれでも失敗した。失

敗しないように保証システム料も払ったがそれでもダメだった。色々な名目で料金をクレジ

ットカードで支払ってしまった。怪しいと思いネットで検索すると、被害者の口コミが沢山

あった。騙されたので返金して欲しい。（３０歳代、女性） 

   

【相談事例２】 

  ネットのバナー広告で見つけた業者のＳＮＳに登録すると、仮想通貨の自動売買システム

の勧誘メッセージが頻繁に届くようになった。「本システムを使用すれば何もしなくても月

利〇〇％以上は確約」など記載されていた。銀行振り込みでお金を支払ったがしばらくして、

「システムはメンテナンス中」と案内が届き、結局利用は出来ていない。ネットで調べると

詐欺と書いてあった。返金して欲しい。（４０歳代、男性） 

 

【相談事例３】 

  スマートフォンでＳＮＳを見ていたらバナー広告に「副業で稼げる」と書いてあった。

「登録すれば週に１回５分程度仕事するだけで、後は放っておけばお金が入る」とあったの

で申し込み、クレジットカード決済をした。その後メールで教材が届いたが、通販サイトに

出品する方法が記載されているだけで商品も閲覧者が買ってくれそうなものを自分で考える

ものだった。説明も嘘だし高額な支払いに見合う情報ではない。（５０歳代、男性） 

 

②インターネット通販によるトラブル 

   インターネットの普及に伴い、インターネット通販のトラブルが増加している。特に近

年増加が顕著なのは先払いで料金を支払ったのに商品が届かない、偽物が届いたといった相

談やフリマサイトでの個人間売買トラブルである。平成２９年度に寄せられた相談は２４５

件であり、前年度からは３件の増加ではあるが高水準で推移している。日本のサイトだけで

なく海外のサイトもあり、トラブル後は連絡が取れなくなることがほとんどである。商品別

でみると主に被服品や食料品に分類されるものが多いが、化粧品や車両・乗り物（カーナ

ビ・車のマフラー）など幅広い商品に関する相談が寄せられている。 

 

【相談事例】 

インターネットで欲しかったブランドのブーツを見つけた。この商品は品薄であまり販売

しているサイトは見当たらないが、そのサイトには「在庫あり。限定〇点」と記載があった

ので急いで注文した。注文後にメールが届き、代金は先払いと書いてあったので指定された

口座に振り込みをした。振込先の口座名義は外国の人のようだった。入金後１週間以内に連

絡があるとあったが、連絡がなく商品も届かない。業者に「いつ頃届くか」とメールしたが、

その後返事がない。電話番号や住所の記載もなくて連絡の取りようがない。これからどうし

たらいいか。（４０歳代、女性） 
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③健康食品 

   平成２９年度における「健康食品」に関連する相談件数は、前年度の２２３件から２５件

減少して１９８件となった。平成２４年度から全国的に健康食品の送りつけ商法が多発し、

平成２５年度においては５２９件まで増加した。かつては高齢者を標的とし、注文していな

いのに注文したとだます詐欺的な手口が大半であったが、昨今はインターネット通販で無料

又は安価な値段で初回商品を送付し、実は定期購入コースだったというような契約トラブル

が増加しており、世代を問わず相談がある。 

 

 
    

 

     

 
 

 

 

④訪問買い取り（訪問購入）のトラブル 

  訪問買い取りの業者が電話をかけてきて、消費者は不用品があったため訪問を承諾したが、

実際に家に来た業者は買い取って欲しいものを買い取ってはくれず、強引に貴金属等を出す

ように消費者に迫り、仕方なく出した品物を安価で買い取るというトラブルが増加している。

相談件数は平成２６年度は８２件、平成２７年度は７７件、平成２８年度は５５件、平成２

９年度は８１件（４７.３％増）と推移している。平成２５年２月に特定商取引法改正が施

行され訪問購入に関する規制が強化されたがその後も相談は継続してあり、「品物を出すま

で帰らない」などと強引な居座り行為もあり注意が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤移動通信サービス ～携帯電話等及びモバイル通信サービスに関する相談～ 

   平成２９年度の「移動通信サービス」に分類される相談件数は、前年度の２５４件から４

９件（１９．３％）減少して２０５件となった。平成２７年度の３０２件を境に減少傾向に

あるが、依然として高水準で推移している。相談事例としてはスマートフォンやタブレット、

Ｗｉ-Ｆｉルーター等の契約に関する料金プランの説明不足や解約料の請求に関する相談、

セットで勧められた機器に関する契約トラブルなどが寄せられた。 

 

【相談事例】 

     スーパーで「Ｗｉ-Ｆｉルーターとパソコンをセットで契約できる。パソコンはプレゼン

トで実質無料」と声をかけられ、Ｗｉ-Ｆｉルーターは既に持っていたが、パソコンを無料

でを貰えるならと思い契約した。カード会社から１回目の請求が来たので内容を確認してみ

ると、無料と言われて契約したはずのパソコンの分割代金が請求されていた。説明と異なる

と苦情を申し出たが、「契約書にはパソコンが無料などとは書いていない」と言われた。ど

うしたらいいか。（３０歳代、男性） 

 

【相談事例】 

 スマートフォンで「お試し５００円！ダイエット効果あり！」というダイエットサプリメ

ントのサイトを見つけ、人数限定だったので慌てて申し込んだ。１回限りだと思っていた

ら、翌月にまた同じ商品が届いた。おかしいと思い何度も連絡したがつながらなかった。数

日後やっとつながったので主張すると「４回の定期購入コースが条件とネットに書いてあ

る」と言われた。再度インターネットを確認したところ、小さい字で記載はあったが契約時

にはよくわからなかった。解約はできないか。（３０歳代、女性） 

【相談事例】 

 ある日、家の電話に「古い洋服でも何でも要らないものは買い取る」と女性から電話がか

かってきた。感じのよい対応だったし、ちょうど家の片づけをしており洋服を捨てようと思

っていたので「古い洋服でよければ」ということで訪問することを了承した。翌日、家にや

ってきたのは女性ではなく男性で、「洋服なんかは買い取れない。貴金属やブランド品を出

すまで帰らない」と家に居座られた。恐怖を感じ仕方なくネックレスやブランドのバックを

出すと、２，０００円だけ置いて帰られた。とても同じ業者とは思えない対応だった。買い

取られた品物を返して欲しいが、どうしたらいいだろうか。（７０歳代、女性） 

 



３３ 

 

 
 

 

その他 劇場型勧誘  

   平成２９年度において「劇場型勧誘」に関する相談は４９件となり、最も相談が多かった

平成２５年度の４５３件から減少を続け、前年度の６１件に比べても更に減少した。「劇場

型勧誘」とは、複数の登場人物が電話をかけて投資話を信用させ、消費者からお金をだまし

取るもので、いわゆる「買え買え詐欺」と呼ばれる詐欺的商法で使われる悪質な手口である。 

平成２９年度に受けた相談では９３．６％が６０歳代以上と高齢者が標的にされている。

また１件当たりの被害額が高額かつ被害回復も非常に困難という特徴があるため、特に高齢

者は注意が必要である。なお平成２９年度には被害が発生した相談もあった。「劇場型勧誘」

に使われるトークは「ファンド型投資商品」をはじめとする金融商品を語ることが多いが、

老人ホームの入居権や実態不明の権利など多岐に渡っており、ニュース等で話題となった事

象を利用した勧誘も散見される。 

現金を宅配便で「書籍」などと偽らせて送金するよう指示してくる手口があり、このよう

な場合、いったん送金してしまうと証拠が残らず、被害回復は極めて困難である。 
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図表１２．注目事例相談件数の年度別推移 

移動通信サービス 

劇場型勧誘 

ネット通販トラブル 

SNS関連 

健康食品 

訪問購入 


